予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名　緊急経済対策信用保証料補給金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　商業・金融課　資金融資係　電話番号：058-272-1111（内3065 ）

　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　E-mail： c11363@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　154,501千円（前年度予算額：171,703千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	171,703
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	171,703

	要求額
	154,501
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	154,501

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・県制度融資を利用する中小企業者の負担を軽減し、利用しやすい制度の維持を図る。
（２）事業内容
　・中小企業者が負担する信用保証料を岐阜県信用保証協会の基準保証料率よ
り低い保証料率とした通常分に加えて、以下の資金に追加補給する。
①経済変動対策資金信用保証料補給

業況の悪化している中小企業者の負担を軽減するため、県制度融資の現行保証料率よりさらに０．１％低い保証料率とし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。

◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.35～0.9％

◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.6％

②経済変動対策資金「震災枠」信用保証料補給（平成23年度のみ実施）

「経済変動対策資金（震災枠）」のうち、「東日本大震災復興緊急保証」に係るものについて、信用保証料をさらに０．１％追加補給し、合計０．２％を補給する。

◇東日本大震災復興緊急保証料率(企業負担率)　

    　　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.5％

③経済変動対策資金（円高枠）信用保証料補給（平成24年度にて終了）

急激な円高の進行による影響を受けた県内中小企業者を支援するため、①に加え、さらに０．１％低い保証料率とし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。

◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.35～0.9％　⇒　（補給後）0.25～0.8％

◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.6％　⇒　（補給後）0.5％

④海外リスク対応資金信用保証料補給　（③から移行 平成26年度にて終了）

円高の影響など、海外等における経済、政治状況の急変や災害発生等の影響を受けた県内中小企業者を支援するため、０．２％低い保証料率とし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。

◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.25～0.8％

◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　

    　　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.5％

⑤セーフティネット保証信用保証料補給

　　　業況の悪化している中小企業者の負担を軽減するため、セーフティネット保証５号の認定を受けた中小企業者のうち、特定の資金（ぎふ無担保スピード資金、返済ゆったり資金、中小企業再生支援資金）について、信用保証料率を０．２％引下げることとし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。（ぎふ無担保スピード資金については平成26年度にて終了）
　　　◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　

（補給前） 0.9％ ⇒ （補給後）0.7％

⑥経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給（平成24年度にて終了）

　　　国の中小企業緊急雇用安定助成金を活用し、雇用維持に努める中小企業者を支援するため、中小企業信用リスク情報データベースの評価による料率区分１～９のうち信用保証料率の高い料率区分１～３に属する中小企業者に対して、県が信用保証協会に保証料を全額補給する。

◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.8～1.0％　⇒　（補給後）0.0％

◇セーフティネット保証料率(企業負担率)

    　　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％

⑦産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給(平成24年度にて終了)
電子商取引の取り組みを行う中小企業者を支援するため、県が信用保証協会に保証料を全額補給する。

◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.0％

◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％

⑧国際的事業展開支援資金信用保証料補給（平成26年度にて終了）
　　　円高が長期化するなか、海外への進出や販路拡大に向けて調査等を行う中小企業者を支援するため、産業活性化資金（国際的事業展開支援枠）※H24まで、国際的事業展開支援資金※H25より　について、県が保証料を全額負担する。

◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.0％

◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％
⑨創業支援資金信用保証料補給金

　新たに起業チャレンジしたい女性・若者等創業希望者及び創業者を支援するため、創業支援資金について、県が信用保証協会に保証料を全額補給する。
◇一般保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.0％

◇創業関連保証等の保証料率(企業負担率)　

（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％
（３）県負担・補助率の考え方

・新年度（34,668千円) 　平成２７年度新規保証分　

①経済変動対策資金信用保証料補給　　　　　　　　　　　　18,334
②セーフティネット保証信用保証料補給　　　　　　　 　　  9,834
③創業支援資金信用保証料補給　　　　　　　　　　　　　　 6,500
・旧年度（119,833千円)　平成２２～２６年度新規保証分

①経済変動対策資金信用保証料補給　　　　　　　　　    　64,922
②経済変動対策資金「震災枠」信用保証料補給　　　　　　　 4,397

③経済変動対策資金「円高枠」信用保証料補給                 185

④海外リスク対応資金信用保証料補給　　　　　　　　　　　 5,868
⑤セーフティネット保証信用保証料補給　　　　　　　    　44,033
⑥経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給　　　　 　      103

⑦産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給           8

⑧国際的事業展開支援資金信用保証料補給 　　　　　　　　    317
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	154,501

	県制度融資を利用した場合の信用保証料の追加補給


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）国・他県の状況
　　制度融資運営においては、すべての都道府県で、預託、信用保証料補給、

利子補給、損失補償など何らかの支援措置を実施している。

（２）後年度の財政負担
　　当該年度新規保証分を６年に分割して支払う。

　（平成２７年度新規保証分）

　　　平成２７年度　 34,668千円　[平成２７年度予算]
平成２８年度　 34,668千円
　　　平成２９年度　 34,668千円
　　　平成３０年度　 34,668千円　　[債務負担　173,340千円]
　　　平成３１年度　 34,668千円

　　　平成３２年度　 34,668千円

　＊参考
　　・平成２７年度の負担

　　　①新年度・・・平成２７年度新規保証分

　　　②旧年度・・・平成２２～２６年度新規保証分

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　厳しい経済環境の中、県制度融資を利用する中小企業者の負担を軽減し、利用しやすい制度の維持を図ることによって、中小企業者の資金調達の円滑化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標
	達成率

	岐阜県下企業倒産月報（TSR情報）　暦年・件数
	（H  ）
	197　

（H23）
	168　

（H24）
	182

（H25）
	
	　 ％

	〃

暦年・負債総額
	（H　）
	33,503百万
（H23）
	29,255百万
（H24）
	34,600百万
（H25）
	
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　平成２０年度の世界的な金融危機以降、業況が悪化している県内中小企業者の金融支援として、利用者負担の軽減を図るため、通常分に加えて、信用保証料の一部を県が追加負担した。




（平成26年度の成果）

	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　県制度融資にかかる利用者負担の軽減を図ることによって、県内中小企業者への金融円滑化に寄与した。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	輸出産業や大企業を中心にアベノミクスによる景況感の改善が現れつつあるものの、県内の中小企業者への影響は未だ見られない。

原材料高騰や今後予定される消費税率引き上げなど、依然として先行き不透明な状況が続いており、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：期待した効果がある、△：一定の効果がある、×：期待した成果がほとんどない

	（評価）

○


	平成２５年度における県制度融資の新規融資実績は、３，６３３件、３５１億円であり、資金調達にかかる負担を軽減することで、県内中小企業者の収益性向上に寄与できた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある、×：効率化が図られていない

	(評価)

○


	経済環境の変化に適宜対応して、制度を構築、見直している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　経済環境の変化に対応し、県内中小企業者の金融支援のためとなる制度の見直しを図る。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか。

引き続き、金融支援を行っていくことにより、県内中小企業者の経営活安定を図るとともに、県経済の活性化を支援していく。


